
証券コード 7790 

令和５年３月15日 

株 主 各 位 

鳥取県倉吉市河北町１番地 

株式会社 バルコス 

代表取締役社長 山本 敬 

 

第32期定時株主総会招集ご通知 

 

 

拝啓 時下、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は格別のご高配を賜り誠

にありがとうございます。 

 さて、当社第32期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げま

す。 

 本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事

項）について電子提供措置をとっており、インターネット上のウェブサイトに掲載してお

りますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し

上げます。 

 

株主総会資料 掲載ウェブサイト 

 https://www.barcos.jp/ir/ 

 

 なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記の「議決権の代理公使の勧誘に関

する参考書類」をご検討のうえ、同封の委任状用紙に賛否をご表示いただき、ご押印のう

え、ご返送くださいますようお願い申し上げます。 

敬具 

記 

 

１．日  時  令和５年３月31日（金曜日）午前１０時 

 

２．場  所  当社 当社本社１階会議室 

        住所：鳥取県倉吉市中江４８番地１ 

 

３．会議の目的事項 

報告事項  第32期（令和４年１月１日から令和４年12月31日まで）事業報告の内容

報告の件 

 



 

決議事項  第１号議案 第32期（令和４年１月１日から令和４年12月31日まで）計

算書類承認の件 

第２号議案 取締役４名選任の件 

第３号議案 監査役１名選任の件 

        

以 上 

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださいま

すようお願い申し上げます。 

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記ウェブサイトにその旨、修正前の事

項および修正後の事項を掲載させていただきます。 



議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類 

 

１．議決権の代理行使の勧誘者                   株式会社バルコス 

代表取締役社長 山本 敬 

 

２．議案及び参考書類 

 

第１号議案 第32期（令和４年１月１日から令和４年12月31日まで）計算書類承認の件 

 会社法第438条第２項に基づき、当社第31期の計算書類のご承認をお願いするもので

あります。議案の内容につきましては、提供書面（１頁から23頁まで）に記載の通り

であります。 

 取締役会といたしましては、第32期の計算書類が、法令及び定款に従い、会社財産

及び損益の状況を正しく示しているものと判断しております。 

 

第２号議案 取締役４名選任の件 

現在の取締役は本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役

４名の選任をお願いしたいと存じます。 

取締役候補者は、次のとおりであります。 

氏   名 

（生年月日） 
略歴、地位および重要な兼職の状況 

所有株式数 

（株） 

山本
やまもと

 敬
たかし

 

（昭和 41年 7 月 3日） 

 

昭和63年４月 

平成３年５月 

 

平成12年12月 

平成13年６月 

 

平成20年７月 

平成21年６月 

令和元年９月 

令和３年１月 

 

令和３年 12 月 

株式会社カラリー 入社 

有限会社バルコス（現当社） 

取締役部長 

当社代表取締役社長（現任） 

有限会社アイ・シー・オー 

代表取締役（現任） 

BARCOS HONG KONG LIMITED 取締役（現任） 

广州巴可斯皮具贸易有限公司 執行役員 

广州巴可斯商贸有限公司 取締役（現任） 

株式会社ファッションニュース通信社 

取締役（現任） 

株式会社明治荘 代表取締役（現任） 

1,139,900 

田子
た ご

 知
さとる

 

（昭和 41年 8 月 14 日） 

昭和59年４月 

 

平成７年７月 

平成11年２月 

平成30年１月 

富士通第一通信ソフトウエア株式会社 

入社 

当社入社 

当社取締役 

当社取締役兼店舗事業部長就任（現任） 

- 



令和元年９月 

令和３年４月 

令和４年３月 

广州巴可斯商贸有限公司監査役（現任） 

当社取締役兼フルフィルメント部長 

当社取締役フルフィルメント部長（現任） 

髙
たか

田
た

 真由子
ま ゆ こ

 

（昭和 53 年４月 29 日） 

平成14年４月 

令和元年８月 

令和元年９月 

令和３年４月 

令和４年３月 

当社入社 

当社取締役兼管理部長（現任） 

BARCOS HONG KONG LIMITED 取締役（現任） 

当社取締役兼営業部長 

当社取締役営業部長（現任） 

- 

高
たか

橋
はし

 克
かつ

典
のり

 

（1957年 9月 14日） 

昭和55年４月 

昭和62年８月 

平成２年10月 

平成13年３月 

平成17年５月 

平成19年３月 

 

平成23年８月 

 

令和元年７月 

 

令和３年１月 

株式会社ハナエモリ入社 

SBA コンサルティンググループ入社 

テラノス株式会社 代表取締役社長 

株式会社シャルルジョルダン代表取締役 

住商オットー株式会社 取締役副社長 

株式会社カッシーナ・イクスシー 

代表取締役社長就任 

ＷＭＦジャパンコンシューマーグッズ株

式会社 代表取締役社長 

アルシュ株式会社 代表取締役社長 

（現任） 

当社取締役就任（現任） 

- 

(注) １. 取締役候補者と当社の間にはいずれも特別の利害関係は有りません。 

２. 高橋克典氏は、社外取締役候補者であります。同氏を社外取締役候補とした理由

は、高い経営経験と知識を有し、既に当社社外取締役として取締役会の意思決定

に際して適正な経営判断に基づく意見を頂いており、今後も引き続き社外取締役

として職務を遂行して頂けると判断したからであります。 

３．高橋克典氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって２年でありま

す。 

４. 当社は、高橋克典氏との間で会社法第 423 条第１項の責任について、同法第 425 

条第１項に定める最低責任限度額を限度とする契約を締結しております。なお、

同氏の再任が承認された場合、当社は当該契約を継続する予定であります。 

  

 

 



第３号議案 監査役１名選任の件 

監査役１名が本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役１

名の選任をお願いしたいと存じます。また、本議案に関しましては、監査役会の同意

を得ております。 

監査役候補者は、次のとおりであります。 

氏   名 

（生年月日） 
略歴、地位および重要な兼職の状況 

所有株式数 

（株） 

伊
い

藤
とう

 敬之
たかゆき

 

（1988年２月 25日） 

平成27年１月 

令和２年６月 

令和４年４月 

 

令和４年５月 

弁護士法人色川法律事務所入所 

消費者庁表示対策課出向 

法律事務所 ZeLo・外国法共同事業 

入所（現任） 

当社 監査役就任（現任） 

－ 

（社外監査役候補者とした理由） 

伊藤敬之氏は、弁護士として法律事務所に勤め高い法務知識を有して

おります。また消費者庁に出向していた経験を持ちさまざまな視点か

ら質の高い監査を実施できると判断いたしました。 

(注) １．候補者伊藤敬之氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

２. 伊藤敬之氏は、社外取締役候補者であります。 

３. 当社は、伊藤敬之氏との間で会社法第 423 条第１項の責任について、同法第 425 

条第１項に定める最低責任限度額を限度とする契約を締結しております。なお、

同氏の再任が承認された場合、当社は当該契約を継続する予定であります。 

４．伊藤敬之氏は、令和４年５月１日に当社社外取締役に就任しており、当社社外監

査役就任期間は本総会終結の時をもって 10ヶ月であります。 

 

 

以 上 



委 任 状 

 

私は、以下の株主を代理人と定め下記の権限を委任します。 

     

住所  

    氏名  

 

記 

 

令和５年３月 31 日開催の株式会社バルコスの第 32 回定時株主総会に出席し、下記の

議案に付き、私の指示（○印で表示）に従って議決権を行使すること。 

但し、議案に対し、賛否を明示しない場合及び修正案が提出された場合は、白紙委任

とする。 

 

第１号議案     賛 成    ・    反 対 

 

第２号議案     賛 成    ・    反 対 

 

 

上記のとおり委任する。 

 

令和  年  月  日 

持株数    株 

住所            

 

氏名              印 
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( )  

（提供書面） 

 

事 業 報 告 
  令和４年１月１日から 
  令和４年12月31日まで       

 

１．会社の現況に関する事項 

（１）事業の経過及びその成果 

当事業年度（令和４年１月１日から令和４年12月31日まで）における我が国の経済は、新型コロ

ナウイルス感染症の増加が見られるものの制限の緩和など少しずつ以前の経済活動を取り戻しつつ

あります。一方ロシアのウクライナ侵攻による世界経済不安は収まらず、その影響による物価高、

資源高で個人消費の冷え込みがより一層懸念されております。また、外国為替市場の円安の影響で

当社は大きな影響を受け経営状況は悪化しております。そのような状況下において、当社では円安

による仕入価格の高騰、物価高の状況での販売価格、商品原価の見直しを行い、また、コールセン

ター業務や出荷業務を内製化することで更なるコスト削減を行い期間後半では利益が確保できる体

制を整備してまいりました。 

 

その結果、当事業年度の売上高は3,280,613千円(前年同期比27.9％減少)、営業損失は63,710千円

(前年同期は53,747千円の損失)、経常損失は51,563千円(前年同期比は47,512千円の損失)、当期純

損失は49,898千円(前年同期は57,315千円の損失)となりました。 

 

（２）設備投資の状況 

当事業年度中において実施いたしました当社の設備投資等の総額は41,195千円で、その主なものは、

当社の本社拡張土地造成工事29,414千円であります。 

 

（３）資金調達の状況 

当事業年度中に、当社の事業資金として、金融機関より長期事業資金として285,000千円の調達を

実施しました。 

その他の増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。 
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（４）直前３事業年度の財産及び損益の状況 

（注）当社は、令和２年７月31日付で普通株式１株につき、1,000株の株式分割を行いましたが、第29期の期首

に当該分割が行われたことと仮定して、1株当たり当期純利益及び1株当たり純資産額を算定しております。 

 

（５）対処すべき課題 

① 内部管理体制の強化 

当社の円滑な成長を確保していくためには、経営環境の変化や業界の動向などを常時正確に把

握し、適時・適切に経営判断に反映させていくことが、従来以上に重要なものであると考えてお

ります。こうした観点から、内部管理体制の一層の充実を図ってまいります。 

 

② 人材の確保・育成 

当社は、インフォマーシャルを軸に様々な販売チャネルで一般顧客への販売を拡大してきてお

り、多様化する販売チャネルに対応できる人材の確保・育成をしていくとともに、雇用形態の充

実や働き方の多様化を図ることで、顧客に対するサービスの一層の向上を図ってまいります。 

 

③ 商品の生産効率向上と品質向上 

当社は、創業30年で培ったものづくりの高い技術力を生かし低価格・高品質の商品を販売して

まいりました。今後当社グループの持続的な成長と企業価値の向上を目指し、生産効率の向上と

品質向上に取り組んでまいります。 

 

④ フルフィルメント業務の改善 

当社は、毎月約２万件の商品を出荷しており、その出荷には数日から1週間程度の時間を要し

ております。生産部門との情報共有、コールセンターとの連携を強化し、フルフィルメント業務

のコスト削減、納期短縮を実現し、フルフィルメント業務の改善に取り組んでまいります。 

 

 
第29期 

令和元年12月期 

第30期 

令和２年12月期 

第31期 

令和３年12月期 

第32期 

令和４年12月期 

（当事業年度） 

売上高（千円） 3,085,896 4,396,316 4,551,458 3,280,613 

経常利益又は損失（△）

（千円） 

302,344 362,676 △47,512 △51,563 

当 期 純 利 益 又 は 損 失

（△）（千円） 

165,455 169,137 △57,315 △49,898 

１株当たり当期純利益又は

損失（△）(円) 

145.14 148.37 △50.28 △43.77 

総資産（千円） 1,979,856 2,373,488 2,170,904 2,295,489 

純資産（千円） 182,824 343,359 257,440 207,205 

１株当たり純資産額(円) 160.37 301.19 225.82 181.75 
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⑤ グローバルブランドへの拡大 

当社は、「倉吉から世界へ」をスローガンに海外へ事業拡大を目指しておりましたが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により当事業年度においては海外向けの事業を行うことができません

でした。今後新型コロナウイルス感染症の収束に合わせて海外事業を再開し、事業規模の拡大を

図るとともに、グローバルブランドとして認知、支持されるための施策を推進してまいります。 

 

（６）主要な事業内容（令和４年12月31日現在） 

当社は、皮革製品販売事業及び不動産事業を主な事業としております。 

事業の名称 商品及びサービスの種類 

皮革製品販売事業 バッグ等の皮革商品の小売及び卸売業 

不動産事業 当社所有物件の賃貸収入 

 

（７）主要な事業所（令和４年12月31日現在） 

① 本社（鳥取県倉吉市） 

② 店舗  

地域 店舗数 開設年月日 店舗名 

関東地区 ２店舗 令和元年12月 バルコス東京目黒本店 

令和元年12月 東急プラザ渋谷店 

中国地区 ７店舗 平成19年８月 一畑百貨店松江店 

平成28年１月 バルコス倉吉本店 

平成28年10月 米子天満屋店 

平成29年８月 バルコス鳥取店 

平成29年11月 倉敷天満屋店 

平成30年10月 福屋西条店 

平成31年４月 ゆめタウン出雲店 

合計 ９店舗   

 

（８）重要な親会社の状況 

該当事項はありません。 
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（９）重要な子会社の状況（令和４年12月31日現在） 

 

名称 資本金 出資比率 主な事業内容 

株式会社アイ・シー・オー 
(注)２ 

6,000千円 100.0％ 当社との商品の売買 

BARCOS HONG KONG LIMITED １HKD 100.0％ 当社との商品の売買 

广州巴可斯商贸有限公司 
(注) １、２ 

30,000千RMB 
100.0％ 

［100.0］ 
当社サンプルの製造 

株式会社ファッションニュース通信社 
(注)２、３ 

10,000千円 100.0％ メディア・情報発信事業 

株式会社旅館明治荘 
（注）２，３ 

10,000千円 100.0％ 不動産事業 

(注) １．議決権の所有割合の［内書］は、間接所有割合であります。 

２．特定子会社であります。 

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

 

（10）従業員の状況 

従業員数 前期末比増減 

59名 - 

 

（11）主要な借入先の状況 

借入先 借入額 

株式会社山陰合同銀行 547,335千円 

株式会社三井住友銀行 300,000千円 

株式会社日本政策金融公庫 281,432千円 

株式会社鳥取銀行 203,549千円 

株式会社みずほ銀行 178,342千円 

株式会社中国銀行 150,000千円 

株式会社商工組合中央金庫 99,326千円 

 

（12）その他会社の現況に関する重要な事項 

     該当事項はありません。 
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２．株式の状況（令和４年12月31日現在） 

（１）発行可能株式総数 4,560,000株 

（２）発行済株式の総数 1,140,000株 

（３）株主数 ３名 

（４）大株主 

株主名 持株数 持株比率 

山本 敬 919,900株 80.69％ 

株式会社グリーン 220,000株 19.30％ 

株式会社グロース・イニシアティブ 100株 0.01％ 

 

 

３．会社の新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 
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４．会社役員の状況 

（１）取締役及び監査役の状況（令和４年12月31日現在） 

(注) １．取締役高橋克典氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役の石山喜章氏及び伊藤敬之氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．令和４年５月13日開催の臨時株主総会において、伊藤敬之氏が新たに監査役に選任され、同６月

１日に就任いたしました。 

４．常勤監査役の伊藤教史氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及び経理に関する相当程

度の知見を有しております。 

５．当事業年度中に退任した監査役 

氏名 退任日 退任事由 退任時の地位及び重要な兼職の状況 

野口
の ぐ ち

 和嵩
かずたか

 
令和４年 
５月31日 

辞任 
社外監査役 
サンテラス税理士法人代表社員 
株式会社野口会計ブレイン代表取締役 

６．当事業年度期末日以降に発生した監査役の退任及び就任 

  ①退任 

氏名 退任日 退任事由 退任時の地位及び重要な兼職の状況 

石山
いしやま

 喜
よし

章
あき

 
令和４年 
12月31日 

辞任 
社外監査役 
ワンネス株式会社代表取締役社長 

  ②就任 

氏名 就任日 選任 退任時の地位及び重要な兼職の状況 

村中
むらなか

 剛士
つ よ し

 
令和５年 
１月１日 

令和４年 
12月15日 

臨時株主総会 

社外監査役 
村中剛士公認会計士事務所 
和奏監査法人 パートナー 

(注)村中剛士氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。また、同氏は公認会計

士であり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。 

 

（２）社外取締役との責任限定契約の内容の概要 

    当社は、会社法第427条第１項の定めに基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第１項に定める金額の合計額と

しております。 

 

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 山本
やまもと

 敬
たかし

 

株式会社アイ・シー・オー代表取締役 
BARCOS HONG KONG LIMITED取締役 
广州巴可斯商贸有限公司取締役 
株式会社ファッションニュース通信社取締役 
株式会社旅館明治荘代表取締役 

取締役 田子
た ご

 知
さとる

 
フルフィルメント部長 
广州巴可斯商贸有限公司監査役 

取締役 髙
たか

田
た

 真由子
ま ゆ こ

 
営業部長 
BARCOS HONG KONG LIMITED取締役 

取締役 高
たか

橋
はし

 克
かつ

典
のり

 アルシュ株式会社代表取締役 

常勤監査役 伊
い

藤
とう

 教
のり

史
ふみ

 ― 

監査役 石
いし

山
やま

 喜
よし

章
あき

 ワンネス株式会社代表取締役社長 

監査役 伊藤
い と う

 敬之
たかゆき

 法律事務所ZeLo・外国法共同事業 所属弁護士 
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（３）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等  

① 取締役の個人別の報酬等の内容にかかわる決定方針に関する事項 

取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、株主総会で定められた報酬限度額の範囲

内において代表取締役社長が役位、職責、在任年数に応じて当社の業績、従業員給与の水準も考

慮しながら、総合的に勘案して決定する方針となっております。 

 

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項 

令和３年３月31日開催の株主総会(決議当時の取締役員数は４名)において、取締役の年間報酬

総額の上限は、金90,000千円と決議されております。また、令和３年３月31日開催の株主総会

(決議当時の監査役員数は３名)において、監査役の年間報酬総額の上限は、金6,150千円と決議

されております。 

 

③ 取締役及の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項 

取締役の個人別の報酬等の内容の決定は、取締役会の決議に基づき、委任をされた代表取締役

社長山本敬が取締役の個人別の報酬額の具体的内容を決定しております。その権限の内容は、株

主総会で決議された報酬限度額の範囲内において、各取締役の基本報酬の額を決定しております。 

これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の評価を行うには代表

取締役社長が最も適していると判断したからであります。 

 

④ 取締役及び監査役の報酬等の総額等 

区  分 
報酬等の総額 

（千円） 

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる 
役員の員数 
（名） 基本報酬 業績連動報酬 

譲渡制限付 

株式報酬 

取締役 
（うち社外取締役） 

76,830千円 

（2,400千円） 

76,830千円 

（2,400千円） － － 
４名 

（１名） 

監査役 
（うち社外監査役） 

6,140千円 

（2,640千円） 

6,140千円 

（2,640千円） － － 
３名 

（２名） 

合計 
（うち社外役員） 

82,970千円 

（5,040千円） 

82,970千円 

（5,040千円） － － 
７名 

（３名） 

 

（４）社外役員に関する事項 

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係 

・取締役高橋克典氏は、アルシュ株式会社の代表取締役であります。当社と兼職先の間には特別の

関係はありません。 

・監査役野口和嵩氏は、サンテラス税理士法人の代表社員、株式会社野口会計ブレインの代表取締

役であります。当社と兼職先の間には特別の関係はありません。 

・監査役石山喜章氏は、ワンネス株式会社の代表取締役であります。当社と兼職先の間には特別の

関係はありません。 

・監査役伊藤敬之氏は、法律事務所ZeLo・外国法共同事業の所属弁護士であります。当社と兼職先

の間には特別の関係はありません。 
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② 当事業年度における主な活動状況 

（注）社外監査役野口和嵩氏につきましては、令和４年５月31日の退任までの状況、社外監査役伊藤敬之氏に
つきましては、令和４年６月１日就任後の状況を記載しております。 

  

 活 動 状 況 

社外取締役 高橋 克典 
社外取締役就任後に開催された取締役会には、13回中12回出席し、高い経営
経験と知識に基づき、経営全般の観点から適宜発言を行っております。 

社外監査役 野口 和嵩 

当事業年度に開催された取締役会には、７回中７回出席し、公認会計士・ 税
理士として培ってきた豊富な経験・見地から適宜発言を行っております。 
同様に、当事業年度に開催された監査役会には、５回中５回出席し、監査結
果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。 

社外監査役 伊藤 敬之 

当事業年度に開催された取締役会には、６回中６回出席し、弁護士として培
ってきた豊富な経験・見地から適宜発言を行っております。 
同様に、当事業年度に開催された監査役会には、７回中７回出席し、監査結
果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。 

社外監査役 石山 喜章 

社外監査役就任後に開催された取締役会には、13回中10回出席し、監査業務
の高い経験に基づき、経営全般の観点から適宜発言を行っております。 
同様に、社外監査役就任後に開催された監査役会には、12回中12回出席し、
監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っており
ます。 
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５．業務の適正を確保するための体制 

当社は業務の適正性を確保するための体制として、令和４年３月15日開催の取締役会において「内

部統制システムの整備に関する基本方針」を定める決議を行い、現在はその基本方針に基づき内部統

制システムの運用を行っております。その概要は以下のとおりであります。 

（１）当社及び当社子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制 

① 当社グループの役職員が法令及び定款を遵守した行動をとるために、「バルコス行動規範」を定

め、代表取締役社長が中心となり職員に周知することにより、法令遵守及び社会倫理の遵守をあ

らゆる企業活動の前提とすることを徹底する。 

② 取締役会は「取締役会規程」により、その適切な運営を確保し、取締役の職務の執行を監督し、

法令及び定款違反行為を未然に防止する。また、取締役は、会社の業務執行状況を取締役会に報

告するとともに、他の取締役の職務執行を相互に監督する。 

③ 当社グループは「内部通報規程」を定め、法令違反その他不正行為の早期発見及び是正を図る。 

④ 監査役及び内部監査室は連携し、コンプライアンス体制の整備の状況を監査し、法令及び定款に

違反する問題の有無及びその内容を代表取締役及び取締役会に報告する。コンプライアンス上の

問題が発生した場合には、重大性に応じて、代表取締役又は取締役会が再発防止策を決定し、全

社的にその内容を周知徹底する。 

⑤  当社グループは、コンプライアンス体制の整備及び維持を図るため、「リスク管理規程」に基

づき、代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設け、コンプ

ライアンス体制の整備、充実及び運用を図る。 

（２）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

① 取締役の職務の執行に係る情報については、「取締役会規程」、「稟議規程」、「文書管理規程」

等の既存の諸規程に従い、文書又は電磁的媒体に記録又は保存し、適切に保存又は管理する。取

締役及び監査役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。 

（３）当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① 当社グループ全体のリスク管理体制を整備するため、「リスク管理規程」を定め、当社管理部長

を全社のリスク管理に関する統括責任者に任命する。リスク管理統括責任者は、当社グループ全

体のリスクを網羅的かつ総括的に管理するため、「経理規程」、「販売管理規程」、「与信管理

規程」等の既存の諸規程に加え、必要なリスク管理に関する規程の策定にあたる。 

② 当社は、「コンプライアンス・リスク管理委員会規程」により、代表取締役社長を委員長、事務

局を当社管理部とする「コンプライアンス・リスク管理委員会」を設置する。「コンプライアン

ス・リスク管理委員会」は、当社グループのリスクマネジメントを充実させるための各種施策を

審議し、リスクへの対応状況及びリスク管理の運用状況をモニタリングする。 

③ 当社各部門又は子会社を所管する取締役及び部門長はリスク管理責任者として、それぞれの業務

に関連して発生する会社経営に及ぼす重要なリスクを管理する体制を整備する。 

④ 当社は、不測の事態や危機の発生時に当社グループの損失を最小に留め、事業の迅速な復旧を図

るため、「コンティンジェンシー・プラン」を策定し、役職員に周知する。 

（４）当社及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 職務執行に関する権限及び責任については、「取締役会規程」、「組織規程」、「業務分掌規

程」、「稟議規程」等の諸規程で定め、各責任者及びその責任の明確化、執行手続の詳細につい
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て定め、取締役等の職務の執行が効率的に行われる体制を構築すると共に、子会社にてこれに準

拠した体制を構築する。 

② 原則毎週1回の役職者会議において業務執行の情報共有、意思決定を行い、特に重要な事項につ

いては毎月1回の定時取締役会、又は臨時取締役会を必要に応じ随時開催し、取締役間の情報の

共有及び意思の疎通を図り、業務執行に係わる重要な意思決定を行うとともに、監査役は他の取

締役の業務執行状況について必要に応じて意見を述べる。  

③ 当社子会社の経営管理は、「関係会社管理規程」に基づき当社管理部が行う。子会社の経営状況

及び取締役の職務執行状況につき、定期的に当社社長及び取締役会へ報告するとともに、子会社

の取締役に対し、適宜必要な助言・指導をおこない、これにより、当社グループ全体として効率

的な職務執行を確保する。 

（５）子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

① 当社が月１回開催する取締役会において、子会社の代表取締役に対し、子会社の営業成績、財務

状況その他の重要な情報について、当社への報告を義務付ける。 

② 子会社において重要な事象が発生した場合には、子会社に対し当社への速やかな報告を義務付け

る。 

（６）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

① 子会社は、当社との連携・情報共有を保ちつつ、自社の規模、事業内容、その他会社の特長を踏

まえ、自律的に内部統制システムを整備する。 

② 「関係会社管理規程」に基づき、当社管理部が関係会社の状況に応じて必要な経営管理を行うと

共に、当社から子会社の取締役又は監査役を派遣し、それぞれ担当する子会社を適切に管理する。 

③ 取締役は当社グループの取締役の職務執行を監視・監督し、監査役は当社グループの業務執行状

況を監査する。 

④ 内部監査室は、当社グループの業務全般にわたる内部監査を実施し、当社グループの内部統制シ

ステムの有効性と妥当性を確保する。 

（７）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

並びに当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事

項 

① 監査役は、管理部所属の従業員に監査業務に必要な補助を求めることができるものとし、当該従

業員は監査役の指揮命令に従わなければならない。 

② 監査役から監査業務に必要な補助を求められた管理部所属の従業員はその命令に関して、取締役、

内部監査室等の指揮命令を受けないものとする。 

③ 監査役から監査業務に必要な補助を求められた管理部所属の従業員の人事異動、人事評価、懲戒

に関しては、事前に監査役に相談し、意見を求め、同意を得るものとする。 

（８）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制 

① 監査役は、取締役会、その他の重要な意思決定を行う会議に出席し、取締役及び使用人から職務

執行状況等重要事項について定期的に報告を求めるとともに、必要な情報の交換を行う。 

② 監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることができる。 

③ 取締役及び使用人は、監査役に対して法定事項に加え、当社及び連結子会社経営に重大な影響を

及ぼす事項の発生又は発生するおそれが認められた場合には、速やかに監査役に報告するものと

する。 

④ 監査役は、代表取締役社長と定期的に、監査上の重要課題について意見交換を行う。 
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⑤ 監査役は、内部統制担当部署と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内部統制担当部署に調

査を求める。  

⑥ 監査役は、会計監査人と定期的に情報の交換を行うとともに、必要に応じて会計監査人に説明・

報告を求める。 

（９）子会社の取締役、監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告

するための体制 

① 当社グループの役職員は、法令等の違反行為等、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのあ

る事実については、これを発見次第、直ちに当社の監査役に対して報告を行う。 

② 内部監査室は、定期的に当社監査役に対する報告会を実施し、当社グループにおける内部監査、

コンプライアンス及びリスク管理等の現状を報告する。 

③ 当社管理部は、当社グループの役職員からの内部通報の状況について、定期的に当社監査役に対

して報告する。 

（10）内部通報者が当該通報をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体

制 

① 当社グループの「内部通報規程」において、当社グループの役職員が当社監査役に対して直接通

報又は相談を行うことができることを定めるとともに、当該通報又は相談をしたこと理由とした

不利益取扱いの禁止を明記する。 

（11）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行につい

て生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

① 監査役がその職務の執行について、費用の前払い等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執

行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。 

（12）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 役職員の監査役監査に対する理解を深め、監査役監査の環境を整備するよう努める。 

② 監査役による各業務執行取締役及び重要な使用人に対する個別のヒアリングの機会を最低年２回

（臨時に必要と監査役が判断する場合は別途）設けると共に、代表取締役社長及び監査法人それ

ぞれとの間で定期的に意見交換会を開催し、また内部監査室との連携を図り、適切な意思疎通及

び効果的な監査業務の遂行を図る。 

（13）財務報告の適正性を確保するための体制の整備 

① 財務報告を適正に行うため、当基本方針に基づく経理業務に関する規定及び手順等を定め、財務

報告に係る内部統制の体制整備と有効性向上を図る。 

② 内部監査室は財務報告に係る内部統制に対して定期的に監査を行い、内部統制の有効性について

評価し、是正や改善の必要のあるときは、速やかに代表取締役及び監査役に報告すると共に、当

該部門はその対策を講じる。 

（14）反社会的勢力排除に向けた体制整備に関する内容 

① 当社グループは、企業や市民社会の秩序に脅威を与える暴力団をはじめとする反社会的勢力に対

しては一切の関係を持たず、不当な要求に対しては毅然とした態度でこれを拒絶し、利益の供与

は絶対に行わないことを基本方針とし、全役職員に対し周知徹底を図る。 

② 反社会的勢力からの接触や不当要求に対しては、管理部が警察及び弁護士をはじめ外部の専門機

関と緊密に連携を図りながら統括部署として対応する。 
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貸 借 対 照 表 
（令和４年12月31日） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部）  （負債の部）  

流動資産 1,537,413 流動負債 1,230,848 

現金及び預金 593,420 買掛金 1,809 

売掛金 246,408 短期借入金 800,000 

棚卸資産 516,389 １年以内返済長期借入金 200,086 

前渡金 54,249 未払金 200,333 

前払費用 11,761 未払法人税等 363 

短期貸付金 62,000 未払消費税等 4,399 

未収入金 28,707 前受金 2,270 

未収還付法人税等 18,571 預り金 1,836 

仮払金 2,200 前受収益 450 

返品資産 3,745 仮受金 55 

貸倒引当金 △ 40 預り敷金 5,667 

固定資産 758,075 リース債務 3,517 

 有形固定資産 501,981 ポイント引当金 827 

建物 118,925 店舗閉鎖損失引当金 3,384 

構築物 83 返金負債 5,848 

車両運搬具 3,132 固定負債 857,434 

工具、器具及び備品 6,355 長期借入金 809,898 

建物付属設備 54,370 長期未払金 9,594 

土地 288,689 リース債務 3,857 

建設仮勘定 30,074 退職給付引当金 27,574 

その他の有形固定資産 351 資産除去債務 6,510 

 無形固定資産 20,565   

  商標権・意匠権 14,121 負債合計 2,088,283 

  ソフトウェア 5,736 （純資産の部）  

  電話加入権 706 株主資本 205,062 

 投資その他の資産 235,528  資本金 30,000 

投資有価証券 19,931  資本剰余金 22,000 

出資金 220   資本準備金 22,000 

積立保険料 63,021  利益剰余金 153,062 

保証金 7,100   利益準備金 1,150 

敷金 24,262   その他利益剰余金 151,912 

長期前払費用 7,805    繰越利益剰余金 151,912 

繰延税金資産 97,169 評価・換算差額等 2,143 

関係会社株式 15,020  その他有価証券評価差額金 2,143 

ゴルフ会員権 1,000 純資産合計 207,205 

資産合計 2,295,489 負債・純資産合計 2,295,489 
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損 益 計 算 書 
自 令和４年１月１日 

至 令和４年12月31日 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

売上高  3,280,613 

売上原価  1,082,033 

 売上総利益  2,198,580 

販売費及び一般管理費  2,262,290 

 営業損失  63,710 

営業外収益   

受取利息 1,454  

受取配当金 603  

雑収入 53,004 55,062 

営業外費用   

支払利息割引料 17,755  

為替差損 25,127  

雑損失 32 42,915 

経常損失  51,563 

特別利益   

固定資産売却益 742 742 

特別損失   

 減損損失 8,323 8,323 

税引前当期純損失  59,144 

法人税、住民税及び事業税 1,314  

法人税等調整額 △10,561 △9,246 

当期純損失  49,898 



― 14 ― 

 

 

株主資本等変動計算書 
自 令和４年１月１日 

至 令和４年12月31日 

（単位：千円） 

 

 

  

 株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

 
資本準備金 

資本剰余金 

合計 
利益準備金 

当期首残高 30,000 22,000 22,000 1,150 

当期変動額     

当期純損失     

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 

    

当期変動額合計     

当期末残高 30,000 22,000 22,000 1,150 

 株主資本 評価・換算差額等 

純資産 

合計 

 利益剰余金 

株主資本 

合計 

その他有

価証券評

価差額金 

評価・換

算差額等

合計 

 その他利

益剰余金 
利益 

剰余金 

合計 
 繰越利益

剰余金 

当期首残高 201,811 202,961 254,961 2,479 2,479 257,440 

当期変動額       

当期純損失 △49,898 △49,898 △49,898   △49,898 

株主資本以外の項目の 

当期変動額（純額） 

   △335 △335 △335 

当期変動額合計 △49,898 △49,898 △49,898 △335 △335 △50,234 

当期末残高 151,912 153,062 205,062 2,143 2,143 207,205 
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【個別注記表】 

（重要な会計方針） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

  ①子会社株式 

移動平均法による原価法 

  ②その他有価証券 

   市場価格のない株式等以外のもの 

     時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

を採用しております。 

   市場価格のない株式等 

     主として移動平均法による原価法を採用しております。 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   商品 個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。 

   貯蔵品 最終仕入原価法によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。なお、主な耐用年

数は次のとおりであります。 

    建物及び構築物    ２～50年 

    機械装置及び運搬具  ２～６年 

    工具、器具及び備品  ３～８年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

   定額法を採用しております。 

   なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいており

ます。 

（３）リース資産 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

（４）長期前払費用 

   均等償却を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

   債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
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権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業

年度末に発生していると見込まれる額を計上しております。 

（３）店舗閉鎖損失引当金 

   店舗閉鎖に伴い発生する損失に備えるために今後発生すると見込まれる損失額を計上しておりま

す。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

（１）皮革製品販売事業 

 皮革製品販売事業においては、主にバッグ、財布等の商品の販売を行っており、顧客に商品を引

き渡した時点で履行義務が充足されることから、当該商品の引渡し時点で収益を認識しております。 

 なお、出荷を伴う商品の販売については、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第30号 令和３年３月26日）第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から商

品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識して

おります。 

当該収益は顧客との契約において約束された対価から、値引き、リベート及び返品等を控除した

金額で測定しており、顧客に返金すると見込んでいる額については、過去の実績等に基づき算定し、

返金負債として計上しております。また、割引クーポン等を顧客に支払われる対価として認識して

おり、割引クーポン等の使用時に取引価額を減額して収益を認識しております。 

（２）不動産事業 

 不動産事業においては、オフィスビル、事務所、マンション等の不動産の賃貸を行っております。

不動産の賃貸収益は、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 平成19年３月30日）

に基づき、賃貸借契約期間にわたり収益を認識しております。 

 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理

しております。 

 

（会計方針の変更） 

 （収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 令和２年３月31日。以下「収益認識会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転

した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといた

しました。 
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これにより、商品の販売において顧客から提示される不特定多数の消費者に配布した割引クーポ

ンについて、従来、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識し、利用額を「販売費及び一般

管理費」として処理しておりましたが、対価の総額から控除した純額で収益を認識する方法に変更

しております。また、一定の返品が見込まれる取引について、従来は、返品実績に基づいて収益及

び売上原価を減額しておりましたが、販売時に返品されると見込まれる商品の収益及び売上原価相

当額を除いた額を収益及び売上原価として認識する方法に変更しており、返品されると見込まれる

商品の対価を「流動負債」の「返金負債」として、返金負債の決済時に顧客から商品を回収する権

利として認識した資産を「流動資産」の「返品資産」として表示しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額

を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりま

す。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前

の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用してお

りません。 

この結果、当事業年度の売上高は18,592千円減少し、売上原価は3,745千円減少し、販売費及び一

般管理費は12,743千円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ2,103千

円減少しております。また、利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。 

１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

 

（時価の算定に関する会計基準の適用） 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 令和元年７月４日。以下「時価算定会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に

関する会計基準」（企業会計基準第10号 令和元年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに

従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしま

した。なお、当事業年度の財務諸表に与える影響はありません。 

 

（重要な会計上の見積り） 

 １．固定資産の減損損失 

 （１）当事業年度の財務諸表に計上した金額 

（単位：千円） 

 当連結会計年度 

有形固定資産 501,981 

無形固定資産 20,565 

長期前払費用 7,805 

減損損失 8,323 

 （２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

  ① 算出方法 

    当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として管理会計上の区分に従うことを基本と
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しつつ、賃貸等不動産、各店舗設備、番組制作費については、個別物件単位で資産のグルーピン

グを行っております。各資産グループの営業損益が継続してマイナスとなった場合、市場価格が

著しく下落した場合、退店や放送終了の意思決定をした場合等、減損の兆候が認められ、割引前

将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、減損損失を計上しております。 

  ② 主要な仮定 

    将来キャッシュ・フローの算定に用いた主要な仮定は、取締役会によって承認された予算、中

期経営計画に基づく売上高、営業利益、番組放送費、ＭＲ（売上高番組放送費比率）の見込みや

市場価格があるものについてはその固定資産の時価に基づき算定しております。 

  ③ 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響 

    上述の見積りや仮定には不確実性があり、予算の変更や新型コロナウイルス感染症の影響等に

よる市場環境の変化により、見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合、翌連結会計年

度以降の連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。 

 

 ２．商品の評価 

 （１）当事業年度の財務諸表に計上した金額 

 （単位：千円） 

 当連結会計年度 

商品 514,696 

売上原価のうち、棚卸資産評価損 23,641 

 （２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

   ① 算出方法 

     当社は、商品の評価を行うに当たっては、正味売却価額に基づき、収益性の低下を検討して

おります。また、一定の保有期間を経過した在庫について、商品の性質に応じた評価減率を設

定し、規則的に帳簿価額を切り下げるとともに、当該切下げ額を棚卸評価損として売上原価に

計上しております。 

   ② 主要な仮定 

     正味売却価額は直近の販売価格を基礎とするほか、滞留在庫の識別は、商品の滞留又は処分

の実績、商品の材質やライフサイクル等を総合的に勘案して判断しております。 

   ③ 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響 

     評価損の見積りにあたっては、過去の実績や評価時点での入手可能な情報等を基に、合理的

と考えられる様々な要因を考慮した上で判断しておりますが、新型コロナウイルス感染症の影

響等により市場環境が予測より悪化した場合には、翌連結会計年度に係る連結財務諸表におい

て、棚卸資産評価損として認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

３．繰延税金資産の回収可能性 

（１）当事業年度の財務諸表に計上した金額 
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（単位：千円） 

 当事業年度 

繰延税金資産 97,169 

 

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

① 算出方法 

将来減算一時差異等に対して、将来の収益力に基づく課税所得に基づき、繰延税金資産の回収可

能性を判断しております。 

② 主要な仮定 

将来の課税所得の見積りは翌期の事業計画等を基礎としており、過去及び当連結会計年度の経営

成績等を総合的に勘案の上、企業会計基準適用指針第26号による企業分類に基づいて課税所得の見

積可能期間を決定し、繰延税金資産の回収可能額を算定しております。 

③ 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響 

課税所得が生じる時期及び金額は、将来の不確実な経済状況の変動によって影響を受ける可能性

があり、実際に生じた時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度以降の連結財務諸表

において繰延税金資産及び法人税等調整額の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

（貸借対照表等に関する注記） 

１．減価償却累計額の金額 

  有形固定資産の減価償却累計額   165,435千円 

 

２．担保資産及び担保付債務 

（１）担保資産 

   担保に供している資産は次のとおりであります。 

現金及び預金 10,000千円 

建物及び構築物 104,635千円 

土地 211,091千円 

計 325,727千円 

（２）担保付債務 

   担保付債務は、次のとおりであります。 

１年以内返済予定の長期借入金 72,768千円 

長期借入金 149,028千円 

計 221,796千円 

 

３．当座貸越契約 

   当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。 

    当座貸越極度額   1,600,000千円 
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    借入実行残高     800,000千円 

    差引額         800,000千円 

４．関係会社に対する金銭債権又は債務 

   短期金銭債権        136,370千円 

   短期金銭債務        123,414千円 

    

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社との取引高 

   仕入高        1,034,854千円 

   その他の営業取引高  1,222,404千円 

   営業取引以外の取引高   48,257千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

３．配当に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

４．新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 

（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因 

退職給付引当金 9,447千円 

未実現利益 49,426千円 

減損損失 5,389千円 

資産除去債務 2,230千円 

投資有価証券 1,134千円 

撤退損失 1,159千円 

繰越欠損金 34,168千円 

その他 12,500千円 

株式の種類 当事業年度 

期首株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

普 通 株 式  1,140,000 － － 1,140,000 

合 計 1,140,000 － － 1,140,000 
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小計 115,456千円 

評価性引当金 △12,628千円 

合計 102,828千円 

 

２．繰延税金負債の発生の主な原因 

棚卸資産 1,283千円 

資産除去債務対応資産 1,441千円 

その他有価証券 1,117千円 

未収還付事業税 1,817千円 

合計 5,659千円 

 

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

    当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については主に銀行等の金融

機関からの借入及び新株発行による方針であります。また、デリバティブ取引に関しては行わな

い方針であります。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

    営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

    営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。一

部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。 

    借入金の資金使途は、運転資金及び設備投資資金であり、償還日は決算日後、最長で14年後で

あります。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

  ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

    営業債権については、経常的に発生しており、担当者が、所定の手続きに従い、債権回収の状

況を定期的にモニタリンングし、支払遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図っております。 

    特に金額等の重要性が高い取引については、取締役会において、取引実行の決定や回収状況の

報告などを行います。 

  ②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

    一部外貨建て営業債務については、為替の変動リスクを管理することを目的として、為替相場

の継続的なモニタリングを行っております。為替の変動が一定の基準を超えた場合はリスク管理

委員会において為替ヘッジの対応について検討を行っております。借入金については、市場金利

等の動向を継続的に把握することにより、金利の変動リスクを管理しております。 

  ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

    営業債務及び未払金については月次単位での支払予定を把握するとともに、手許流動性の維持

などにより流動性リスクを管理しております。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 



― 22 ― 

 

    金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

   貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

   なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。 

   また、「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「買掛金」「短期借入金」「未払金」「未払法

人税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する

ものであることから、記載を省略しております。 

 
貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

投資有価証券    

（１）その他有価証券 19,931 19,931 － 

資産計 19,931 19,931 － 

（１）長期借入金 

（１年内返済予定を含む） 
1,009,984 1,010,591 607 

（２）リース債務 

（１年内返済予定を含む） 
7,374 7,360 △14 

負債計 1,017,358 1,017,952 593 

 

（注１）金銭債権の決算日後の償還予定額 

 
1年以内 

（千円） 

1年超5年以内 

（千円） 

5年超10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

現金及び預金 593,420 － － － 

受取手形及び売掛金 246,408 － － － 

前渡金 54,249 － － － 

合計 894,078 － － － 

 

（注２）短期借入金、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額 

 
１年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

短期借入金 800,000 － － － － － 

長期借入金 200,086 197,040 142,110 93,926 69,233 307,589 

リース債務 3,517 2,624 1,233 － － － 

合計   1,003,603 199,664 143,343 93,926 69,233 307,589 

 

（賃貸等不動産に関する注記） 

１．賃貸等不動産の概要 

   不動産事業では、当社において、主に東京都、大阪府のオフィスビル、事務所、マンション等の

不動産の賃貸を行っており、安定的な収益獲得に寄与しております。また、鳥取県では、本社に
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Barcos Coffeeを併設し、飲食業の運営を外部に委託することで賃貸収入を得ております。 

  

２．賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算日における時価及び

当該時価の算定方法 

                                （単位：千円） 

貸借対照表計上額 

期首残高 264,696  

期中増減額 △3,662  

期末残高 261,033  

決算日における時価 295,626  

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

    ２．期中増減額は減価償却費（3,662千円）であります。 

    ３．期末の時価は、「固定資産税評価額」に基づいて自社で算定した金額であります。 

 

３．賃貸等不動産に関する損益 

   当該賃貸不動産に関する賃貸損益は6,241千円（賃貸収益は売上高に、賃貸費用は売上原価に計上）

であります。 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

１．親会社及び法人主要株主等 

  該当事項はありません。 

 

２．子会社及び関連会社等 

(単位：千円) 

種類 会社等の名称 議決権等の所有

（被所有割合） 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 株式会社アイ・

シー・オー 

直接 

100% 

役員の兼任 

業務委託 

商品の仕入 

商品の仕入 

業務委託費

用の支払 

経営指導料 

販売促進費 

1,018,315 

1,174,271 

 

6,545 

13,267 

前渡金 

未払金 

 

未収入

金 

54,249 

116,886 

 

21,244 

子会社 株式会社ファッ

ションニュース

通信社 

直接 

100% 

役員の兼任 

経営指導 

経営指導料 27,000 未収入

金 

5,500 

子会社 株式会社旅館明

治荘 

直接 

100% 

役員の兼任 

貸付金 

貸付金 62,000 貸付金 62,000 

子会社 BARCOS HONG 

KONG LIMITED 

直接 

100% 

役員の兼任 

商品の仕入 

商品の仕入 

業務委託費

用の支払 

16,538 

48,133 

未払金 6,528 
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子会社 广州巴可斯商贸

有限公司 

間接 

100% 

役員の兼任 

商品の仕入 

 

- 

 

- 

 

- 

 

- 

（注１）上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれ

ております。     

 

３．役員及び個人主要株主等 

  該当事項はありません。 

 

（収益認識に関する注記） 

 収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針）の４．収益及び費用の計上基準」

に記載のとおりであります。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

  １株当たり純資産額    181円75銭 

  １株当たり当期純損失   △43円77銭 

  （注）「会計方針の変更」に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 

2020年３月31日）等を適用し、「収益認識に関する会計基準」第84項ただし書きに定める経

過的な取扱いに従っております。この結果、当事業年度の１株当たり純資産額、１株当たり

当期純利益は1.84円増加しております。 

     

（重要な後発事象） 

（取得による企業結合） 

 当社は、令和５年３月15日開催の取締役会において、株式会社ＢＦＬＡＴ Ｈｏｌｄｉｎｇｓの全

株式を取得し、同社及び同社子会社の株式会社ＢＦＬＡＴを子会社化する旨の決議を行い、令和５年

３月15日付で株式譲渡契約を締結いたしました。 

 １．企業結合の概要 

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容 

    被取得企業の名称 株式会社ＢＦＬＡＴ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ 

    事業の内容    ＥＣモールを通じて婦人服、雑貨等の販売を行う会社の持株会社 

（２）企業結合を行った主な理由 

   当社グループが事業展開しているファッションアイテムの製造、販売の実事業とファッション情

報を発信するメディア事業を有機的に結びつけ、グループとしてシナジー効果を発揮させるためハ

ブとなるプラットフォーム機能の役割を果たし、当社グループの販売力拡大を目指すために必要不

可欠と判断したためであります。 

（３）企業結合日 

    令和５年４月12日（みなし取得日令和５年６月30日）（予定） 

（４）企業結合の法的形式 

    株式取得 

（５）結合後企業の名称 

    変更はありません。 

（６）取得した議決権比率 

    100.0％ 

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠 
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    当社が現金を対価として株式を取得することによるものです。 

 ２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

取得の対価 現金 1,300,000千円 

取得原価  1,300,000千円 

 ３．主要な取得関連費用の内容及び金額 

   現時点では確定しておりません。 

 ４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

   現時点では確定しておりません。 

 ５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額ならびにその主な内訳 

   現時点では確定しておりません。 

 

 

 

 

  



監査報告書 

 

当監査役会は、令和 4 年 1 月 1 日から令和 4 年 12 月 31 日までの第３２期事業年度の取

締役の職務の執行に関し、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上本監査報告

書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 （１）監査役会は、監査の方法、職務の分担を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果について報告を受けるほか、取締役及び使用人と意思疎通を図るほか、監査法人

との情報交換等により監査環境の整備を図るとともに、以下の方法で監査を実施し

ました。 

 （２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分

担等に従い、取締役、内部監査部門その他使用人等との意思疎通を図り、情報の収

集及び監査環境の整備務めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。 

  ① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めたほか、重要な決裁書類等を閲覧

し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を監査しました。 

② 子会社においては、子会社の取締役等と意思疎通及び情報交換を行い、必要に応

じて子会社から事業報告を受けました。 

  ③ 会計帳簿及びこれに関する資料の調査を行いました。 

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書並びに計算 

書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明

細書について検討いたしました。 

 

２．監査の結果 

（１）事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大

な事実は認められません。 

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果 

計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要な点 

において適正に表示しているものと認めます。 

 

３．後発事象 

  重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は令和５年３月１５日開



催の取締役会において、株式会社 BFLAT Holdinngs の全株式を取得し、子会社とする

ことを決議し、令和５年３月１５日付で株式譲渡契約を締結しました。 

 当該事項は、当監査役会の意見に影響を及ぼすものではありません。 

 

 

令和５年３月１５日 

 

株式会社 バルコス  監査役会 

 

常勤監査役       伊藤 教史   印 

 

 

社外監査役       伊藤 敬之   印 

 

 

社外監査役       村中 剛士   印 

 

 

 


